
別表十二（十） 記載要領
１ この表は、青色申告書を提出する法人で電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条第１項第１号（定義）に規定する一般電気事業若しくは同項第３号に規定する卸電気事業（以下この号において
「一般電気事業等」という。）を営むものが租税特別措置法第57条の４（原子力発電施設解体準備金）の規定の適用を受ける場合又は連結法人で一般電気事業等を営むものが同法第68条の54（原子力発
電施設解体準備金）の規定の適用を受ける場合に記載すること。
２ 「前期以前の累積限度超過取崩額の合計額 c」の欄は、前事業年度又は前連結事業年度終了の日までに租税特別措置法第57条の４第４項又は第68条の54第３項の規定により益金の額に算入された
金額（原子力発電施設解体引当金に関する省令（平成元年通商産業省令第30号）第４条第３項（取崩し）の規定により取り崩した金額のうち益金の額に算入されなかつた金額がある場合には、当該金
額を含む。）の合計額を記載すること。
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の欄は、当該事業年度又は連結事業年度が特定原子力発電施設（租税特別措置法第57条の４第１項に規定する特定原子力発電施設をいう。）の

設置後初めて発電した日を含む事業年度又は連結事業年度である場合には、同欄中「当期の月数」とあるのは「特定原子力発電施設の設置後初めて発電した日から当該事業年度又は連結事業年度終了
の日までの期間の月数」と、「当期以後の積立期間の月数」とあるのは「積立期間の月数」として記載すること。
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